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研究成果の概要：住民基本台帳などの公的名簿の使用制限によって困難となっているサンプリ

ングの現状を打開するため、「住宅地図」を用いたサンプリング手法の開発と問題点を考察した。

高松市調査によって、一戸建てを対象とした社会調査では「住宅地図」サンプリングは使用可

能性が高いことが証明された。西宮市調査では、アパート・マンションを対象とした調査を実

際に実施し、どのような問題点が存在しどのような工夫が必要となるかを検証した。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

２００５年度 9,500,000 2,850,000 12,350,000 

２００６年度 3,300,000 990,000 4,290,000 

２００７年度 4,800,000 1,440,000 6,240,000 

２００８年度 2,400,000 720,000 3,120,000 

  年度    

総 計 20,000,000 6,000,000 26,000,000 

 
 
研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：社会学・社会学 
キーワード：社会調査方法、サンプリング、回収率、共同住宅、住宅地図、地図情報、 

割当て法、層化抽出法 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 

学術的社会調査の実施環境は危機的状況
にあった。調査の実施に不可欠な信頼性の高
い名簿（選挙人名簿や住民基本台帳）の利用
が年々制限されてきていることがその主た
る理由である。関西圏を例にとるなら、選挙
人名簿は、2004 年 2 月時点で奈良市での利
用が制限され、兵庫県下の全自治体も 2005
年以降の使用禁止が検討されていた。また住
民基本台帳も、住基ネットワークの導入によ
ってこれまで以上に厳密に運用され、学術調
査といえどもその利用が困難になってきて

いたのである。こうした動きは急速に全国に
広まってきており、社会調査士資格認定機構
（日本社会学会･日本行動計量学会･日本教
育社会学会の共同設立）に対して、名簿利用
を制限している自治体に機構として何らか
の対応をしてほしいという要請が複数提起
されてきていた。もちろんこうした認定機構
や学会からの働きかけも重要な意味を持つ
ことではあるが、そうした危機状況にも対応
できる「名簿を利用しない新たな調査手法」
の開発は社会学研究にとって急務で切実な
課題であると位置づけられた。 
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２．研究の目的 
 

これまでの社会学研究では、名簿利用が容

易だったこともあって、「名簿を利用しない

調査手法」に関する研究は、全くといってい

いほど検討されてこなかった。 
こうした状況に対して民間企業（マスコミ

等）では、名簿の商用利用制限などもあって、

早くから「名簿を利用しない調査手法」が模

索されてきた。例えば、電話帳を使わず電話

番号をコンピュータでランダムに発生させ

調査対象を決定するＲＤＤ法（電話調査）や

インターネット調査はその典型である。しか

し、これらの調査手法は、基本的に母集団を

確定することも、標本誤差を計算することも

できない、統計学的根拠のきわめて乏しい調

査手法であり、選挙予測では使えるかもしれ

ないが学術調査に応用することはとても困

難な調査手法である。 
そこで本研究では、名簿が使えなくなった

ときに備えて、海外における調査事例を参考
にしながら、「名簿を利用しない新たな調査
手法」を開発することを研究の目的とした。 
 
３．研究の方法 
 
(1) 海外動向調査の実施 
 

住民基本台帳や有権者名簿によらないサ
ンプリング手法を研究・実践している海外事
例として、アメリカのシカゴ大学・ミシガン
大学の高等教育機関および民間調査会社で、
手法の説明や施設の視察を実施した。また、
社会調査法教育カリキュラム改善のため、イ
ギリス・オランダ・オーストラリアで資料収
集をおこなった。 

 
(2) 住宅地図の利用可能性調査(高松調査) 
 
① 高松市電子住宅地図調査 
 

高松市電子住宅地図を使って、一戸建てと
共同住宅にわけ、姓名記入状況を整理し、サ
ンプリング台帳として利用することが可能
かの検証をおこなった。 
 
② 選挙人名簿サンプリングデータ照合 
 

高松市の選挙人名簿で実際に５００サン
プルの標本抽出を実施し、そのデータを住宅
地図と照合する作業をおこなった。 
 
(3) 共同住宅対象の調査実施(西宮調査) 
 
① 西宮マンションデータベースの作成 
 

西宮市住宅地図の別記情報をもとに、共同
住宅を建物ベースでリストアップし、データ
ベースを作成。 
 
② アパート葉書調査の実施 
 
 これまでの調査で、実施が困難とされてき
た 1・2階建ての共同住宅(アパート)住民にど
の程度調査が可能なのかを検証するために
ポスティングによる調査を実施。 
 
③ マンション調査の実施 
 

国勢調査の共同住宅世帯数の比率を参考
として、データベースから対象マンションを
特定化し、その後対象者を特定するというサ
ンプリング方法によって 4000 サンプルを標
本抽出し、訪問・郵送・ポスティングという
方法で調査を実施。 
 
「「「「西宮西宮西宮西宮アパートアパートアパートアパート・・・・マンションマンションマンションマンション調査調査調査調査」」」」調査概要 
 

調査期間：2008 年 11 月 8日～12月 25 日 
調査対象者：西宮市の共同住宅に住む世帯 
調査方法：冊子形式・はがき形式の２種類の

調査票を使用 
実査：郵送法・調査趣旨を説明し調査協力を

依頼する訪問法・ポストに直接投函する

ポスティング法 
抽出方法：ゼンリン住宅地図を元に作成した

マンションデータベースから、居住類

型・建物名・階数・総戸数・居住率・地

域を考慮し、サンプリングを実施 
回収数：マンションマンションマンションマンション調査調査調査調査 全体 844 票／

4000 票 （回収率 21.1%） 
【調査方法別】 

郵送 161 票／799 票 （回収率 28.3%） 
訪問 226 票／799 票 （回収率 19.0%） 
ポスティング 456 票／2402 票（21.1%） 

アパートアパートアパートアパート調査調査調査調査  全体 130 票／

1381 票 （回収率 9.4％） 
 
 
４．研究成果 
  
(1) 海外調査事情調査 
 

アメリカの事例では、調査手法と密接に結
びついた 3 つのサンプリング手法について、
その特性と課題、今後の可能性について把握
することができた。 

イギリス調査ではドキュメント分析の一
手法である「ヴィジュアル・リサーチ・メソ
ッド」に関して欧米の事情を把握することが
できた。オランダではユトレヒト大学におけ
る調査により、日本における社会調査士標準



 

 

カリキュラムと同様の講義が実施されてい
ることが明らかにされた。オーストラリアで
は、社会調査教育で使用されている教科書の
記述から特に「調査倫理」に関する争点をま
とめることができた。 
 
(2) 住宅地図の利用可能性 
 
① 高松市電子住宅地図調査 
 

住宅地図に記載されている名前情報は、全
体の 63%が姓名、37%が姓のみ記載されていた。 
一戸建てでは、81%が姓名、19％が姓のみが
記載されており、共同住宅では、25%が姓名、
75％が姓のみという実態であった。この結果
より、一戸建てには名簿として利用可能性が
高いが、共同住宅には利用が困難な状況があ
ることが判明した。 
 
② 選挙人名簿との照合調査 
 
 通常の方法で選挙人名簿からサンプリング
した 500 標本を住宅地図で照合したところ、
住所と名前が一致したのは 358 標本(72%)、
住所はあるが名前が一致しなかったのが 67
標本(13%)、住所が確認できないのが 75 標本
(15%)であった。一戸建ての場合、住所名前
一致が 289 標本(80%)、名前不一致 31 標本
(9%)、住所不一致 42 標本(12%)であったのに
対して、共同住宅の場合、住所名前一致が 69
標本(50%)、名前不一致 36 標本(26%)、住所
不一致 33 標本(24%)であった。この調査結果
においても、共同住宅での名簿利用が困難な
状況が明らかとなった。 
 
(3) 共同住宅対象の調査実施(西宮調査) 
 
 高松調査で、住宅地図を使ったサンプリン
グ方法で一戸建ての可能性は高いものの、共
同住宅においては厳しい状況であることが
判明した。その事実を踏まえて、共同住宅を
対象とした調査を、住宅地図サンプリングで
実施する方法を、共同住宅比率の高い西宮市
で実験的に試行した。まず行ったのが、マン
ションデータベースの作成であった。 
 
① 西宮マンションデータベース 
 

住宅地図別記情報の最大の欠点は、マンシ
ョンの分譲-賃貸の区別が判明しない点であ
った。そこで西宮市役所都市局都市計画部住
宅政策グループの協力を得て分譲マンショ
ンに関する情報を入手し試験的に入力した。
マンションデータベースのメリットは、全国
共通で建物ベースでマンションを把握でき
る点である。このデータベースによって、西
宮市には、7178 棟のマンションが存在するこ

とが判明した。 
 

② アパート葉書調査からの知見 
 
 西宮マンションデータベースより、1・２階
建の共同住宅と長屋建てを対象として、ポス
ティングによる調査を実施した。回収状況は、
1381 サンプル中 130 票(9.4%)という低い数
字であった。はがき調査という比較的回答し
やすい調査方法を使った数字であることを
考えると、アパート居住者に郵送等の調査を
実施すること自体断念せざるを得ないので
はという知見を得ることができた。今後は、
回収できた130票の内容を詳細に検証するこ
とが課題となる。 
 
② 西宮マンション調査からの知見 
 
 国勢調査の共同住宅比率を使用すること
によって、階数別(3-5 階、6-10 階、11-14 階、
15 階以上)と種類別(公営住宅・社宅・分譲マ
ンション・賃貸マンション)のサンプル割り
当てを決定することが可能となる。その比率
に基づいて、対象マンションを建物ベースで
選定し、その中の姓名が判明している人を住
宅地図から対象者と選定すれば、郵送調査は
実施できることが判明した。また訪問やポス
ティングという方法では、姓名が判明しなく
ても世帯主を対象とした調査であれば実施
できることもわかった。 

全体の回収率は、21.1%と低いものだった。
郵送とポスティングを比較してみると、若干
郵送のほうが回収率は良いが大きな差はな
かった。訪問の場合は、不在が多く非効率的
ではあるが、直接調査依頼することができれ
ば約 50%の高い回収率が得られることも判明
した。オートロックが調査実施困難状況を深
刻化させているというのが一般的な見解で
あったが、オートロックがあるマンションの
ほうが回収率がよいということが判明した。
それは、オートロックがあるマンションの方
が階層が高いことも関連している。 
 今後は、回収標本の詳細な分析とマンショ
ンデータベースを複合的に解析していくこ
とによって、住宅地図を使った共同住宅調査
の問題点と課題を整理していくことになる。 
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